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（第三種郵便物認可） ２０１５年２月１５日（５、15、25日発行）大阪歯科保険医新聞 （６）

2014年から適用の改正事項

【社会保険診療報酬の所得計算特
例の縮小】
　概算経費率による特例の対象者か
ら、その年の医業及び歯科医業に係る
収入金額が7,000万円を超える者を除
外することとされた。個人については
2014年分以降について適用され、法人
については2013年４月１日以降に開始
する事業年度から適用されている。

【生産性向上設備投資促進税制の
創設】（表１・２）
１．対象者
　青色申告書を提出する法人・個人事
業者であれば、業種・企業規模に関係
なく適用される。
２．対象期間
　2014年１月20日から2017年３月31日
までの間に、「先端設備」又は「生産
ラインやオペレーションの改善に資す
る設備」の取得等して、事業の用に供
すること。
３．税制措置
即時償却または税額控除の選択適用

①2014年１月20日～16年３月31日まで
　即時（100%）償却または取得価額
の５％の税額控除（なお、建物・構築
物は３％）
※ 税額控除額は、所得税額等の20％を
上限とする

②2016年４月１日～17年３月31日まで
　50％の特別償却（なお、建物・構築
物は25％）または取得価額の４％の税
額控除（なお、建物・構築物は２％）
※ 税額控除額は、所得税額等の20％を
上限とする

【ゴルフ会員権等譲渡損の損益通
算】
　2014年４月１日以降にゴルフ会員権
やリゾートクラブの会員権を譲渡した
場合の損失は、他の所得との損益通算
ができなくなった。

2015年以降に適用の改正事項

【所得税の最高税率】
　現行の所得税の最高税率は、課税所
得1,800万円超の部分について適用さ
れる40％であるが、2015年以降は課税
所得4,000万円超の部分については45

％の税率が適用される。
　なお、課税所得1,800万円以下の部
分については現行のままである。

【給与所得控除の見直し】
　2013年より給与に係る給与所得控除
額の上限が設けられ、年間の給与収入
金額が1,500万円以上の給与所得控除

額は245万円で頭打ちとなっている
が、2016年は年間の給与収入金額が
1,200万円以上の給与所得控除額の上
限が230万円に引き下げられ、さらに
2017年以降は年間の給与収入金額が
1,000万円以上の給与所得控除額の上
限が220万円に引き下げられる。

税理士　税理士　西川真幸西川真幸
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表１　先端設備の要件
設備の種類 取得価額要件 用途又は細目 モデル要件

機械装置 １台又は１基160万円以上 全て
10年以内販売開始の最新モデ
ル、又は当年度か前年度販売開
始モデル

器具備品 １台又は１基120万円以上（１
台又は１基30万円以上で、かつ
一事業年度の取得価額の合計額
が120万円以上の場合も可）

試験又は測定機器、冷凍機付又
は冷蔵機付陳列ケース、冷房用
又は暖房用機器、電気冷蔵庫・
電気洗濯機等の電気又はガス機
器、氷冷蔵庫及び冷凍ストッカ
ー、サーバー用の電子計算機
（中小企業者等のみ）

６年以内販売開始の最新モデ
ル、又は当年度か前年度販売開
始モデル

工　　具 ロール
４年以内販売開始の最新モデ
ル、又は当年度か前年度販売開
始モデル

建　　物 120万円以上 断熱材、断熱窓
14年以内販売開始の最新モデ
ル、又は当年度か前年度販売開
始モデル建物附属設備

120万円以上（60万円以上で、
かつ一事業年度の取得価額の合
計額が120万円以上の場合も可）

電機設備（LED照明等）、冷房・
暖房・通風又はボイラー設備、
昇降機設備、アーケード又はブ
ラインド、日射調整フィルム

ソフトウエア
（中小企業者
等のみ）

70万円以上（30万円以上で、か
つ一事業年度の取得価額の合計
額が70万円以上の場合も可）

設備の稼働状況等に係る情報収
集機能及び分析・指示機能を有
するもの

５年以内販売開始の最新モデ
ル、又は当年度か前年度販売開
始モデル

※ 共通の要件として、一世代前のモデルと比較して、「生産性」が年平均１％以上向上しているものであること（ただし、ソフト
ウエアは除かれます）

表２　生産ラインやオペレーションの改善に資する設備の要件
設備の種類 取得価額要件 用途又は細目
機械装置 １台又は１基160万円以上 全て
器具備品 １台又は１基120万円以上（１台又は１基30万円以上で、かつ一事業年度の取

得価額の合計額が120万円以上の場合も可）
全て

工具 全て
建物 120万円以上 全て

建物附属設備 120万円以上（60万円以上で、かつ一事業年度の取得価額の合計額が120万円以
上の場合も可） 全て

構築物 120万円以上 全て

ソフトウエア 70万円以上（30万円以上で、かつ一事業年度の取得価額の合計額が70万円以上
の場合も可） 全て

※ 共通の要件として、投資計画における投資利益率が年平均15％以上（中小企業者等は５％以上）となることが見込まれるもの
であること

2014年分個人所得税の主な改正事項2014年分個人所得税の主な改正事項


